
平成30年7月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
平成30年9月14日

上場会社名 株式会社 大盛工業 上場取引所 東

コード番号 1844 URL http://www.ohmori.co.jp/

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 和田　明彦

問合せ先責任者 （役職名） 経理部長 （氏名） 及川　光広 TEL 03-6262-9877

定時株主総会開催予定日 平成30年10月26日 配当支払開始予定日 平成30年10月29日

有価証券報告書提出予定日 平成30年10月26日

決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 有

（百万円未満切捨て）

1. 平成30年7月期の連結業績（平成29年8月1日～平成30年7月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年7月期 4,140 7.3 311 31.2 307 ― 260 659.3

29年7月期 3,858 ― 237 ― 1 ― 34 ―

（注）包括利益 30年7月期　　260百万円 （659.3％） 29年7月期　　34百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年7月期 17.58 17.46 7.2 4.6 7.5

29年7月期 2.32 2.31 1.0 0.0 6.2

（参考） 持分法投資損益 30年7月期 ―百万円 29年7月期 ―百万円

（注）1.当連結会計年度より表示方法の変更を行っており、平成29年7月期については、当該表示方法の変更を反映した組替え後の数値を記載しております。詳
細は、【添付資料】12ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（5）連結財務諸表に関する注記事項（表示方法の変更）」をご覧ください。

（注）2.当社は平成29年7月期第1四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成29年7月期の対前年増減率については記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年7月期 6,660 3,768 56.1 252.05

29年7月期 6,816 3,528 51.5 236.46

（参考） 自己資本 30年7月期 3,739百万円 29年7月期 3,508百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年7月期 △678 △200 △164 1,606

29年7月期 221 95 365 2,649

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年7月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 29 86.4 0.8

30年7月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 74 28.5 2.0

31年7月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 30.6

3. 平成31年 7月期の連結業績予想（平成30年 8月 1日～平成31年 7月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,592 53.8 169 △11.0 137 △18.6 102 △31.3 6.91

通期 5,374 29.8 386 23.9 342 11.4 242 △7.1 16.34



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年7月期 14,848,429 株 29年7月期 14,848,429 株

② 期末自己株式数 30年7月期 13,077 株 29年7月期 9,647 株

③ 期中平均株式数 30年7月期 14,836,594 株 29年7月期 14,840,056 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成30年7月期の個別業績（平成29年8月1日～平成30年7月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年7月期 3,582 △6.4 251 △2.8 257 301.9 210 116.8

29年7月期 3,826 7.3 259 71.7 64 △56.4 96 △27.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年7月期 14.17 14.07

29年7月期 6.54 6.51

（注）当事業年度より表示方法の変更を行っており、平成29年7月期については、当該表示方法の変更を反映した組替え後の数値及び対前期増減率を記載して
おります。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年7月期 6,519 3,781 57.6 252.92

29年7月期 6,771 3,591 52.8 240.75

（参考） 自己資本 30年7月期 3,752百万円 29年7月期 3,572百万円

2. 平成31年 7月期の個別業績予想（平成30年 8月 1日～平成31年 7月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,107 43.3 127 △22.2 115 △24.2 97 △32.0 6.56

通期 4,353 21.5 307 21.9 283 9.7 216 3.0 14.59

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注記事項等については、添付資料4ページ「１．経営成績等の概況（4）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

 以下の経営成績に関する説明については、「３．連結財務諸表及び主な注記（5）連結財務諸表に関する注記事項

（表示方法の変更）」に記載のとおり、組替え後の前期末の連結財務諸表及び当期末の連結財務諸表の数値を用いて

説明しております。

 

(1）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による各種の経済政策並びに日銀による金融緩和策等の効果により、

企業収益、雇用、所得環境の改善が続き、緩やかな回復基調で推移してまいりました。 

 当社グループの主要事業である建設業界におきましては、政府の公共投資並びに民間投資は堅調に推移しておりま

すが、一方で施工管理技術者及び施工を行う技能労働者不足の状況が続いているため、依然として厳しい経営環境が

続いております。

 

 このような状況の中、主力の上・下水道の施工におきましては、東京地区における収益性の高い上・下水道工事の

選別受注を行うとともに、完成工事高、完成工事総利益の増加並びに優秀な施工管理技術者の獲得を図るため、優良

な建設会社の株式の取得を行い、子会社化を進めてまいりました。 

 通信関連事業では、通信回線の保守・管理業務における売上高及び売上総利益の増加を図るため、積極的に営業活

動を行うとともに、体制の整備を進めてまいりました。 

 不動産部門におきましては、不動産物件の販売、太陽光発電設備の建設・販売、震災復興関連作業員宿舎の運営等

を継続するとともに、安定した賃貸収入が獲得できる不動産物件の取得を積極的に行ってまいりました。 

 また、ＯＬＹ機材リース事業では、営業職の増員を図り、新規顧客獲得に向けた営業展開の拡充、リピーター等の

獲得に引き続き注力してまいりました。 

 クローゼットレンタル事業、鍼灸接骨院事業におきましては、顧客数増加に向けた宣伝活動に注力してまいりまし

た。 

 

 以上の結果、売上高41億40百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益は3億11百万円（前年同期比31.2％増）、経常

利益は3億7百万円（前年同期は1百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益は2億60百万円（前年同期は34百万円）

となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

(建設事業)

 建設事業におきましては、受注高22億84百万円（前年同期比30.6％減）、売上高31億6百万円（前年同期比12.9％

増）、完成工事総利益5億84百万円（前年同期比32.2％増）となりました。

(不動産事業等)

 不動産事業等におきましては、不動産物件の売却並びに賃貸収入、ＯＬＹ機材のリース販売等により売上高5億99

百万円（前年同期比43.9％減）、不動産事業等総損失△1百万円（前年同期は80百万円の不動産事業等総利益）とな

りました。

（通信関連事業）

 通信関連事業におきましては、通信回線の管理・保守業務等により売上高3億92百万円、通信関連総利益1億90百万

円となりました。

(その他) 

 その他事業におきましては、クローゼットレンタル事業並びに鍼灸接骨院事業等により売上高42百万円（前年同期

比10.1％増）、その他の売上総利益2百万円（前年同期は11百万円のその他の売上総損失）となりました。
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(2）当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の資産の残高は66億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億55百万円減少いたしました。

減少の主な理由は、現金及び預金の減少10億39百万円、受取手形・完成工事未収入金等の増加69百万円、販売用不動

産の増加7億83百万円、繰延税金資産の増加21百万円であります。

 当連結会計年度末の負債の残高は28億92百万円となり前連結会計年度末に比べ3億96百万円減少いたしました。減

少の主な理由は、工事未払金の増加1億89百万円、短期借入金の減少3億74百万円、未成工事受入金の減少4億85百万

円、長期借入金の増加2億93百万円によるものであります。

 当連結会計年度末の純資産の残高は37億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億40百万円増加いたしまし

た。増加の主な理由は、利益剰余金の増加2億31百万円によるものであります。 

 

 (3）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、16億6百万円と前連結会計年度末に比

べ10億42百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況等につきましては次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果減少した資金は6億78百万円（前年同期は2億21百万円の獲得）となりました。資金の主な減少は、

たな卸資産の増加7億38百万円、未成工事受入金の減少4億85百万円であり、資金の主な増加は、税金等調整前当期純

利益2億93百万円、仕入債務の増加1億36百万円によるものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果減少した資金は2億円（前年同期は95百万円の獲得）となりました。資金の主な減少は、関係会社

株式の取得による支出39百万円、有形固定資産の取得による支出69百万円、貸付による支出2億95百万円であり、資

金の主な増加は、貸付金の回収による収入2億26百万円によるものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果減少した資金は1億64百万円（前年同期は3億65百万円の獲得）となりました。資金の主な減少は、

短期借入金の返済による支出18億69百万円、長期借入金の返済による支出3億51百万円、割賦債務の返済による支出

42百万円、配当金の支払額28百万円であり、資金の主な増加は、短期借入による収入16億4百万円、長期借入による

収入5億30百万円によるものであります。

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成27年7月期 平成28年7月期 平成29年7月期 平成30年7月期

 自己資本比率（％） － － 51.5 56.1

 時価ベースの自己資本比率（％） － － 38.7 58.6

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － － 8.6 －

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 6.6 －

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

営業キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュフロー/利払い

 （注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

    ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

    ３．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており 

      ます。 

    ４．平成29年7月期より連結財務諸表を作成しているため、平成28年7月期以前の指標は記載しておりません。

    ５．平成30年7月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについて

      は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。
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(4）今後の見通し 

 建設業界におきましては、五輪関連の建設工事需要が継続し、業界全体としては、回復基調が継続するものと思わ

れ、また、当社の主力事業である上・下水道工事におきましても、老朽化した下水道管の更新工事並びに豪雨対策と

しての道路冠水対策工事等の発注が今後も継続するものと思われます。

 当社といたしましては、建設事業の土木事業の規模及び土木工事収益の増大に向け、施工管理技術資格保有者の積

極的な採用を継続するとともに、優秀な技術並びに施工管理技術者を有する優良建設会社の取得（子会社化）につき

ましても積極的に検討を行ってまいります。

 不動産事業等につきましては、引き続き不動産物件、太陽光発電設備の販売を推進していくほか、当社が独自開発

いたしました路面覆工工法であるＯＬＹ工法につきましても、今後も拡販に注力しＯＬＹ機材のリース取引の拡大を

進めてまいります。 

 通信関連事業では、通信回線の保守・管理業務による売上高及び売上利益の増加を図るため、増員及び体制の整備

を進め、今後も積極的な受注営業活動を行ってまいります。 

 その他事業といたしましては、引き続きクローゼットレンタル事業を継続するほか、エトス株式会社が行っており

ます鍼灸接骨院事業につきましては、近隣地域の各種イベント等に積極的に参加し、同社の「ほねつぎ」ブランドの

特色である「楽トレ」治療の認知度の向上を図ってまいります。 

 次期（平成31年7月期）の業績といたしましては、上記の方針に基づき事業を推進し、売上高53億74百万円、営業

利益3億86百万円、経常利益3億42百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2億42百万円を見込んでおります。

 また、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社の業務は現在のところ日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、当面は日本基準を採用するこ

ととしておりますが、今後の外国人株主比率の推移及び国内他社のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）採用動向等を踏まえ

つつ、ＩＦＲＳ適用の検討も進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年７月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,699,680 1,660,639 

受取手形・完成工事未収入金等 1,017,728 1,087,601 

未成工事支出金 188,621 142,295 

不動産事業等支出金 112,885 116,198 

販売用不動産 872,371 1,655,414 

貯蔵品 － 461 

繰延税金資産 42,567 64,318 

営業保証金 74,737 － 

その他 107,046 133,637 

貸倒引当金 △36,668 △11,954 

流動資産合計 5,078,971 4,848,613 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 833,284 778,495 

機械・運搬具（純額） 32,449 67,182 

土地 611,876 611,876 

リース資産（純額） 25,488 13,816 

建設仮勘定 24,168 40,715 

有形固定資産合計 1,527,267 1,512,087 

無形固定資産    

のれん 11,425 31,327 

その他 5,929 5,687 

無形固定資産合計 17,354 37,015 

投資その他の資産    

長期貸付金 157,984 63,512 

固定化営業債権 207,423 337,402 

保険積立金 70,701 72,971 

退職給付に係る資産 － 5,960 

その他 107,564 129,204 

貸倒引当金 △351,258 △346,293 

投資その他の資産合計 192,415 262,758 

固定資産合計 1,737,037 1,811,860 

繰延資産 568 428 

資産合計 6,816,576 6,660,902 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年７月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

工事未払金 229,233 418,530 

短期借入金 695,816 321,795 

未払金 100,529 104,764 

未払法人税等 29,410 51,058 

未成工事受入金 788,479 302,820 

賞与引当金 12,329 54,142 

工事損失引当金 103,921 － 

完成工事補償引当金 20,723 26,706 

その他 114,259 161,708 

流動負債合計 2,094,704 1,441,526 

固定負債    

長期借入金 906,791 1,199,866 

退職給付に係る負債 4,634 － 

長期未払金 244,592 209,976 

その他 37,469 40,751 

固定負債合計 1,193,489 1,450,593 

負債合計 3,288,193 2,892,120 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,765,371 2,765,371 

資本剰余金 705,162 705,162 

利益剰余金 92,397 323,592 

自己株式 △54,013 △54,884 

株主資本合計 3,508,918 3,739,241 

新株予約権 19,465 29,540 

純資産合計 3,528,383 3,768,782 

負債純資産合計 6,816,576 6,660,902 
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（２）連結損益及び連結包括利益計算書

    (単位：千円) 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年８月１日 
 至 平成30年７月31日) 

売上高    

完成工事高 2,751,915 3,106,785 

不動産事業等売上高 1,068,210 599,173 

通信関連売上高 － 392,400 

その他の売上高 38,419 42,282 

売上高合計 3,858,546 4,140,641 

売上原価    

完成工事原価 2,309,661 2,522,292 

不動産事業等売上原価 987,806 600,679 

通信関連原価 － 202,010 

その他の売上原価 50,277 39,601 

売上原価合計 3,347,745 3,364,584 

売上総利益    

完成工事総利益 442,254 584,493 

不動産事業等総利益又は不動産事業等総損失

（△） 
80,404 △1,505 

通信関連総利益 － 190,389 

その他の売上総利益又はその他の売上総損失

（△） 
△11,858 2,680 

売上総利益合計 510,800 776,057 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 43,719 80,340 

従業員給料手当 51,169 135,493 

退職給付費用 2,303 985 

賞与引当金繰入額 1,695 9,494 

貸倒引当金繰入額 148 3,337 

貸倒損失 2,827 － 

地代家賃 17,978 22,979 

支払手数料 50,063 37,554 

減価償却費 13,963 13,654 

租税公課 24,368 30,296 

その他 65,127 130,285 

販売費及び一般管理費合計 273,363 464,422 

営業利益 237,437 311,635 
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    (単位：千円) 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年８月１日 
 至 平成30年７月31日) 

営業外収益    

受取利息及び配当金 15,603 4,300 

為替差益 5,432 423 

退職給付に係る負債戻入額 10,005 － 

貸倒引当金戻入額 13,627 1,027 

賞与引当金戻入額 10,392 － 

完成工事補償引当金戻入額 40,155 － 

受取補償金 － 30,000 

受取保険金 － 11,514 

助成金収入 － 6,490 

その他 4,952 3,916 

営業外収益合計 100,169 57,671 

営業外費用    

支払利息 34,057 29,659 

支払手数料 － 24,400 

支払補償費 － 8,127 

訴訟関連損失 300,077 － 

その他 1,582 70 

営業外費用合計 335,717 62,257 

経常利益 1,889 307,049 

特別利益    

固定資産売却益 － 71 

特別利益合計 － 71 

特別損失    

固定資産売却損 － 488 

減損損失 － 13,580 

その他 － 0 

特別損失合計 － 14,068 

税金等調整前当期純利益 1,889 293,052 

法人税、住民税及び事業税 8,132 52,105 

法人税等調整額 △40,600 △19,926 

法人税等合計 △32,467 32,179 

当期純利益 34,356 260,872 

（内訳）    

親会社株主に帰属する当期純利益 34,356 260,872 

非支配株主に帰属する当期純利益 － － 

その他の包括利益 － － 

包括利益 34,356 260,872 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 34,356 260,872 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

新株予約権 純資産合計 
  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,765,371 705,959 133,192 △54,395 3,550,128 17,496 3,567,624 

当期変動額              

剰余金の配当     △74,205   △74,205   △74,205 

親会社株主に帰属
する当期純利益     34,356   34,356   34,356 

自己株式の取得       △435 △435   △435 

自己株式の処分   △797   818 21   21 

連結範囲の変動     △945   △945   △945 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

          1,968 1,968 

当期変動額合計 － △797 △40,795 382 △41,209 1,968 △39,240 

当期末残高 2,765,371 705,162 92,397 △54,013 3,508,918 19,465 3,528,383 

 

当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

新株予約権 純資産合計 
  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,765,371 705,162 92,397 △54,013 3,508,918 19,465 3,528,383 

当期変動額              

剰余金の配当     △29,677   △29,677   △29,677 

親会社株主に帰属
する当期純利益     260,872   260,872   260,872 

自己株式の取得       △871 △871   △871 

自己株式の処分              

連結範囲の変動              

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

          10,074 10,074 

当期変動額合計 － － 231,194 △871 230,323 10,074 240,398 

当期末残高 2,765,371 705,162 323,592 △54,884 3,739,241 29,540 3,768,782 

 

- 9 -

㈱大盛工業（1844）　平成30年7月期決算短信（連結）



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年８月１日 
 至 平成30年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,889 293,052 

減価償却費 57,148 77,452 

のれん償却額 － 6,442 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,479 △29,679 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △17,329 △4,634 

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,673 41,656 

工事損失引当金の増減額（△は減少） － △103,921 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 11,334 5,983 

受取利息及び受取配当金 △16,073 △4,300 

支払利息 34,582 29,659 

売上債権の増減額（△は増加） 303,880 17,515 

たな卸資産の増減額（△は増加） △154,171 △738,906 

仕入債務の増減額（△は減少） △140,776 136,650 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 136,154 △485,659 

減損損失 － 13,580 

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △44,400 － 

訴訟関連損失 300,077 － 

その他 127,229 106,222 

小計 571,393 △638,887 

利息及び配当金の受取額 16,073 4,300 

利息の支払額 △33,362 △29,471 

供託金の預入れによる支出 △205,902 － 

供託金の回収による入金 205,902 － 

損害賠償金の支払額 △300,077 － 

支払補償費の支払額 － △8,127 

補償金の受取額 － 15,000 

法人税等の還付額 － 11,324 

法人税等の支払額 △32,597 △33,132 

営業活動によるキャッシュ・フロー 221,429 △678,992 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △325,063 △69,434 

有形固定資産の売却による収入 315,702 71 

貸付けによる支出 △2,850 △295,000 

貸付金の回収による収入 7,719 226,006 

保険積立金の払戻による収入 148,040 － 

投資有価証券の取得による支出 － △15,000 

関係会社株式の取得による支出 △48,214 △39,760 

定期預金の預入による支出 － △3,750 

その他 178 △3,350 

投資活動によるキャッシュ・フロー 95,512 △200,216 
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    (単位：千円) 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成29年７月31日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年８月１日 
 至 平成30年７月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 2,630,000 1,604,000 

短期借入金の返済による支出 △2,440,000 △1,869,000 

長期借入れによる収入 593,956 530,000 

長期借入金の返済による支出 △313,151 △351,446 

配当金の支払額 △72,493 △28,883 

割賦債務の返済による支出 △28,152 △42,957 

リース債務の返済による支出 △4,696 △4,845 

その他 △414 △871 

財務活動によるキャッシュ・フロー 365,049 △164,004 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,432 423 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 676,559 △1,042,791 

現金及び現金同等物の期首残高 1,971,685 2,649,680 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
1,435 － 

現金及び現金同等物の期末残高 2,649,680 1,606,889 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

 前連結会計年度において、各資産科目に対する控除科目として独立掲記しておりました「有形固定資産」の

「減価償却累計額」は、一覧性を高めるため、当連結会計年度より各資産科目の金額から直接控除して表示

し、当該減価償却累計額を注記事項に記載する方法に変更しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」に表示していた「建物・構築物」

1,699,197千円、「減価償却累計額」△865,912千円、「機械・運搬具」172,341千円、「減価償却累計額」

△139,892千円、「リース資産」30,357千円、「減価償却累計額」△4,869千円は、それぞれ「建物・構築物

（純額）」、「機械装置・運搬具（純額）」、「リース資産（純額）」として組替えております。

 また、前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払法人税等」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示しておりました

143,669千円は、「未払法人税等」29,410千円、「その他」114,259千円として組替えております。

 

 

（連結損益及び連結包括利益計算書関係）

 当社は、不動産賃貸に関わる受取賃貸料等及び賃貸収入原価をそれぞれ営業外収益及び営業外費用に計上し

ておりましたが、不動産賃貸物件の増加に伴い、当連結会計年度より受取賃貸料等を売上高に、賃貸収入原価

を売上原価に計上する方法に変更しており、この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財

務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の「連結損益及び連結包括利益計算書」において「営業外収益」に表示しており

ました「不動産賃貸料等」72,821千円を「不動産事業等売上高」に、「営業外費用」に表示しておりました

「不動産賃貸原価」35,059千円を「不動産事業等売上原価」に組替えております。

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「貸付金の回収による収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとして

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた7,897千円は、「貸付金の回収による収入」7,719千円、「その他」178千円

として組替えております。
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報 

１．報告セグメントの概要

（1）報告セグメントの決定方法

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

 当社グループは、土木工事の請負、施工、不動産の売買、通信設備の保守・管理を中心として事業活動

を展開しております。従って当社グループは「建設事業」、「不動産事業等」、「通信関連事業」を報告

セグメントとしております。

 

（2）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

 建設事業  ：土木工事の施工・監理及び請負業務を行っております。

 不動産事業等：土地・建物の購入販売及び太陽光発電設備の建設、販売並びにＯＬＹリース業を行って

        おります。

 通信関連事業：ＮＴＴ局内での保守・管理業務を行っております。

 

（3）報告セグメントの変更等に関する事項

 当連結会計年度より、従来「その他」に含まれていた「通信関連事業」について量的な重要性が増し

たため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。なお、前連結会計年度のセグメント

情報については、変更後の区分により作成しており、「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損

失、資産、その他の項目の金額に関する情報」の前連結会計年度に記載しております。

 また、「３．連結財務諸表及び主な注記（5）連結財務諸表に関する注記事項（表示方法の変更）」

に記載のとおり、当連結会計年度より表示方法の変更を行っており、前連結会計年度の「報告セグメン

トごとの売上高利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報」については、当該表示方法の

変更を反映した組替え後の数値を記載しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理

の方法と概ね同一であります。また、報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値

であります。セグメント間の売上高は市場取引価格を参考にした金額に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日）

              （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

連結財務諸

表計上額

(注)3   建設事業 不動産事業等 通信関連事業 計 

売上高                

 外部顧客への売

上高 
2,751,915 1,068,210 － 3,820,126 38,419 3,858,546 － 3,858,546 

 セグメント間の

内部売上高又

は振替高 

－ 92,044 － 92,044 － 92,044 △92,044 －

計 2,751,915 1,160,255 － 3,912,171 38,419 3,950,591 △92,044 3,858,546 

セグメント利益

又はセグメント

損失(△) 

254,648 6,754 － 261,402 △23,965 237,437 － 237,437 

セグメント資産 1,233,770 2,402,280 274,926 3,910,978 136,857 4,047,836 2,768,740 6,816,576 

その他項目                

減価償却費 1,515 44,990 － 46,506 10,641 57,148 － 57,148 

のれんの償却額 － － － － － － － － 

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

1,080 357,569 － 358,649 34,413 393,063 21,829 414,892 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル

等の売上、鍼灸接骨院事業であります。 

  ２．調整額は、以下のとおりであります。 

   (1)売上高の調整額△92,044千円は、セグメント間取引消去△92,044千円であります。

   (2)セグメント資産の調整額2,768,740千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、

主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金・建物・土地等であります。

   (3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額21,829千円は各報告セグメントに配分していな

い全社資産であり、主に報告セグメントに帰属しない設備等であります。

  ３．セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計額は、連結財務諸表の営業利益と一致しておりま 

    す。 
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当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日） 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

連結財務諸

表計上額 

(注)3   建設事業 不動産事業等 通信関連事業 計 

売上高                

 外部顧客への売

上高 
3,106,785 599,173 392,400 4,098,359 42,282 4,140,641 － 4,140,641 

 セグメント間の

内部売上高又

は振替高 

－ 81,616 － 81,616 － 81,616 △81,616 －

計 3,106,785 680,790 392,400 4,179,976 42,282 4,222,258 △81,616 4,140,641 

セグメント利益

又はセグメント

損失(△) 

312,610 △42,514 48,164 318,259 △6,624 311,635 － 311,635 

セグメント資産 1,221,920 3,295,635 260,462 4,778,018 98,555 4,876,573 1,784,328 6,660,902 

その他項目                

 減価償却費 1,911 65,235 181 67,328 10,123 77,452 － 77,452 

 のれんの償却額 2,634 － 3,808 6,442 － 6,442 － 6,442 

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 

1,561 53,163 105 54,831 1,300 56,131 － 56,131 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル事

業及び鍼灸接骨院事業等を含んでおります。 

２．調整額は、以下のとおりであります。

  (1)売上高の調整額△81,616千円は、セグメント間取引消去△81,616千円であります。

 (2)セグメント資産の調整額1,784,328千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、

   主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金・建物・土地等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計額は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。
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ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
 
 

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

                                      （単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京都下水道局 2,040,946 建設事業

東京都水道局 462,140 建設事業

 

当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
 
 

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所有している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

                                      （単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京都下水道局 2,312,929 建設事業

東京都水道局 629,570 建設事業
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日） 

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日） 

            （単位：千円） 

  建設事業 不動産事業等 通信関連事業 その他 調整額 合計 

減損損失 － － － 13,580 － 13,580

（注）その他の金額は、報告セグメントに含まれない事業セグメントにおける鍼灸接骨院設備の減損損失で

あります。 

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日）

            （単位：千円） 

  建設事業 不動産事業等 通信関連事業 その他 調整額 合計 

当期末残高 － － 11,425 － － 11,425 

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日）

            （単位：千円） 

  建設事業 不動産事業等 通信関連事業 その他 調整額 合計 

当期末残高 23,710 － 7,616 － － 31,327

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成29年７月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年８月１日 至 平成30年７月31日） 

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成29年７月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年８月１日
至 平成30年７月31日）

１株当たり純資産額 236円46銭 252円05銭 

１株当たり当期純利益金額 2円32銭 17円58銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 2円31銭 17円46銭 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成29年７月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年８月１日
至 平成30年７月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 34,356 260,872

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
34,356 260,872

普通株式の期中平均株式数（株） 14,840,056 14,836,594

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 59,275 107,481

（うち新株予約権（株）） （59,275） （107,481）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

 

－

 

－
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（重要な後発事象）

（株式取得による会社等の買収）

 当社は、平成30年８月３日開催の取締役会において、井口建設株式会社の全株式を株式譲渡契約（停止条件

付）を締結して取得し、子会社化することについて決議いたしました。

 なお、同社は現在「土木工事業及び不動産事業」の二つの事業を行っておりますが、今回の株式譲渡に伴

い、同社から不動産事業を切り離して別会社とする会社分割を予定しており、今回、当社が取得する法人は、

会社分割後の土木工事事業を主体とした事業会社であります。

 また、今回の株式譲渡契約は、当該会社分割が有効に成立した後に、当社が会社分割後の井口建設株式会社

の株式を取得するという「会社分割の効力発生を停止条件にした株式譲渡契約」であります。

 

（1）株式取得の目的

 今回の株式の取得（子会社化）は、当社グループの収益力向上、事業基盤の拡大化という戦略をさら

に推進するために実施するものであります。

（2）株式取得の相手先の名称

白木良雄、白木律子

（3）買収する相手会社の名称、事業の内容、規模

①被取得企業の名称   井口建設株式会社

②事業の内容      土木工事業、宅地建物取引業

③資本金の額      30,000千円（平成30年５月期）

（4）株式取得の時期

平成30年９月25日（予定）

（5）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①取得する株式の数   60,000株

②取得価額       231,000千円

③取得後の持分比率   100％

（6）支払資金の調達方法及び支払方法

金融機関からの借入
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